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令和元年度全国健康保険協会北海道支部評議会（第６回）開催結果（概要） 

【持回り審議】 

 

 

 令和２年３月 16 日（月）から 24 日（火）までの間において、持回り審議により令和元年

度全国健康保険協会北海道支部評議会（第６回）を開催いたしました。その概要につきまし

ては以下のとおりです。 

 

 

１．日時 

令和２年３月 16日（月）～令和２年３月 24 日（火）の間 

※持回り審議時間は概ね１時間程度 

 

 

２．場所 

各評議員の勤務先等に北海道支部職員が訪問 

 

 

３．出席評議員 

石井評議員、石岡評議員、尾池評議員、小倉評議員、片桐評議員、武山評議員、 

知野評議員、宮崎評議員、吉田評議員 (五十音順) 

 

 

４．議事 

 （１）令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策） 

北海道支部職員が資料１に基づき説明後、議題に対する質疑応答があった。 

 

（２）令和２年度都道府県単位保険料率・介護保険料率等について 

北海道支部職員が資料２に基づき説明。議題に対する質疑応答はなかった。 
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５．議事に対する評議員からの主なご意見・ご発言 

 

議題１：令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策） 

 

【事業主代表 A】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ 事業推進にあたって、同じ被用者保険である健康保険組合との連携は重要である。後期高齢 

者医療制度の改革に向けた意見発信で連携を図るほか、他の分野でも具体的な連携事業を検討 

いただきたい。 

 

・ 資格喪失者の保険証の確実な回収を図るため、今まで以上に経営者層への働きかけを強化い 

ただきたい。 

 

 

【事業主代表 B】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ ジェネリック医薬品の使用促進等、医療費適正化効果が期待できる事業を更に推進いただき 

たい。 

 

 

【事業主代表 C】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ 協会けんぽの事業推進にあたっては、事業主の理解と協力が不可欠である。今まで以上に、 

事業主への勧奨に努めていただくほか、勧奨効果を高めるため、例えば地域を分ける等、集中 

的・計画的な勧奨も検討いただきたい。 

 

・ インセンティブ制度について、報奨金の原資となる保険料率は 0.01%であるが、行動変容を 

促すためには低すぎるのではないかと考える。 

 

・ 保健指導の実施件数向上を図るためには、一度に複数の対象者への保健指導の実施が期待で 

きる大規模事業所への勧奨が重要であると考える。 
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【被保険者代表 A】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ インターネットを活用した広報は、更に推進していただきたい。また、広報は多様なチャン 

ネルで実施することが重要であると考えられるため、引き続き多様化についても検討いただき 

たい。 

 

・ 新型コロナウイルスの感染拡大により、協会けんぽの事業にも影響が生じているのか。 

 ⇒ 感染防止を図るため、現時点では令和２年３月末までの間、特定保健指導及び協会けんぽ 

が主催する集団健診の実施を見合わせています。また、ジェネリック医薬品の使用促進を図 

るため、薬剤費規模が大きく、かつ使用割合が北海道平均よりも低い保険医療機関及び保険 

薬局を対象に、訪問による勧奨を実施しておりましたが、こちらも実施を見合わせておりま 

す。（事務局） 

 

・ 例えば、新型コロナウイルスが一定程度収束した後、健診の申し込みが集中することにより、 

健診が速やかに受診できない等の事態が想定される。収束した後、混乱なく速やかに実施でき 

るよう、今から準備を進めていただきたい。 

 

・ 協会けんぽ適用事業所の大半は中小・小規模事業所であるが、新型コロナウイルスの感染拡 

大の影響により、相当数の事業所で業績が落ち込んでいると思われる。協会けんぽから適用事 

業所に対し、経営面等での直接的な支援は予定しているのか。 

 ⇒ 現時点の直接的な支援としては、健康保険料の納付猶予が挙げられます。新型コロナウイ 

ルス感染症の影響により事業主の経営状況等に影響があり、一時的に健康保険料や厚生年金 

保険料等の納付が困難な場合は、日本年金機構に申請することにより、猶予が認められる場 

合があります。また、北海道支部独自の取組といたしましては、先般、北海道経済産業局か 

ら北海道支部に対し、政府が実施する新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策（企業 

の資金繰り支援制度）について、事業所への周知に関する協力依頼があったことを受け、北 

海道経済産業局が作成したチラシを、令和２年３月 25日に発行する健康保険委員向け広報紙 

に同封することを予定しております。今後も事業所様のご意見をお聞きし、このような間接 

的な支援ができないか検討を進めていきます。（事務局） 

 

 

【被保険者代表 B】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ 業務部門職員の多能化の推進は、業務処理能力の向上のほか、職員の働く意欲の向上にも繋 

がるものと考える。 
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・ 特定保健指導の初回面談については、保健師が対象者の勤務先に訪問し、面談することが必 

須なのか。実施件数の向上を図るためには、ＩＣＴを活用した面談等へのシフトが有効ではな 

いか。 

 ⇒ 特定保健指導の初回面談は、例えばタブレットを活用した遠隔による面談も可能であり、 

対象者又は事業所様からご希望があった場合は、タブレットを保有する委託事業者による初 

回面談を実施しております。一方で、ＩＣＴを活用した面談実施件数はそれ程多くないこと 

から、今後も周知広報に努めてまいります。（事務局） 

 

・ 先日送られてきた「生活習慣病予防健診対象者一覧表」に北海道支部が作成した「健康事業 

所宣言のパンフレット」が同封されていたが、マンガを活用する等、非常にわかりやすいもの 

であった。今後も事業所に対し、宣言事業所となることのメリットをわかりやすく伝えること 

等を通じて、宣言事業所数の増加を図っていただきたい。 

 

 

【被保険者代表 C】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ 地域医療構想調整会議に向けた次年度の具体的施策として、「被用者保険（健康保険組合連合 

会）との連携強化」、「国民健康保険代表を通じた意見発信の強化」の２点を新たに掲げた点を 

評価する。新たな圏域への参画は、会議参加のための移動による業務負担等を踏まえると、現 

実的には困難であると思われるため、同じ保険者である国民健康保険代表者を通じた意見発信 

に努めていただきたい。 

 

 

【学識経験者 A】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ 北海道内における新型コロナウイルスの感染拡大状況を踏まえると、新型コロナウイルスの 

感染を懸念し、今までは医療機関に受診していた自覚症状が生じても、受診を控えた加入者（自 

宅療養を選択した加入者）が相当数いたものと思われる。レセプト等から本年２月以降の受療 

動向にどのような変化があった等についての分析を行い、その結果を発信すべきと考える。 

 

 

【学識経験者 B】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ 限度額適用認定証の使用促進を図るメリットは何か。 

 ⇒ 加入者にとっては、立替払いが発生しないメリットがあります。また、医療保険者にとっ 
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ては、高額療養費支給申請書の審査・支払事務が減少することから、人件費等の削減効果が 

生じますが、人件費等の削減効果は、保険料を負担する加入者・事業主へのメリットにも繋 

がります。また、保険医療機関にとっても、医療保険者に請求できる金額が増えれば（患者 

から徴収する金額が減れば）、患者から未回収となった際の損害が減るメリットがあります。 

（事務局） 

 

・ 喫煙率の減少を図る施策として「禁煙に関する講演」とあるが、現時点ではどのようなこと

を予定しているのか。 

 ⇒ 禁煙外来を長く担当している医師より、禁煙の必要性のほか、具体的な禁煙方法について 

ご講演いただくことを予定しております。開催時期は７月を想定しております。 

 

 

【学識経験者 C】 

・ 令和２年度北海道支部事業計画（具体的施策）について承認する。 

 

・ 政府が進めるオンライン資格確認の実施を見据え、協会けんぽでも「マイナンバーカードの

利用促進にかかる周知広報」を実施するとのことであるが、マイナンバーカードが普及するこ

とにより、協会けんぽにとってどのようなメリットがあるのか。 

 ⇒ オンライン資格確認は、保険医療機関等に受診する際に、マイナンバーカード又は従来の 

保険証のいずれかを提示することになります。仮にマイナンバーカードの普及率が相当程進 

んだ際は、医療保険者として保険証の発行が不要となることも想定されます。保険証発行に 

は相当程度のコストを要しており、これが削減できることが主なメリットとして挙げられま 

す。（事務局） 

 

・ 北海道の喫煙率の高さは、解決すべき重大な健康課題の一つであると考える。喫煙率の低下 

に向けて、取組を推進していただきたい。 

 

 

議題２：令和２年度都道府県単位保険料率・介護保険料率について 

議題に対する質疑応答はなかった。 

 

                                       以上 


